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親 会 社 名 － (コード番号:    )－ 親会社における当社の株式保有比率： － ％
米国会計基準採用の有無 無

1.15年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成15年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期        4,439    13.4         248－          139－
14年 9月中間期        3,915    29.6         △56 －          △76 －

15年 3月期        7,695－          △55 －         △128 －

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

15年 9月中間期           19－           0.80－
14年 9月中間期         △372 －         △14.88 －

15年 3月期         △435 －         △17.43 －

(注 )1.持分法投資損益 15年 9月中間期 百万円 14年 9月中間期 百万円－ －
15年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期     24,992,746株 14年 9月中間期     24,998,112株
15年 3月期     24,997,153株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       18,271       4,316     23.6         172.72
14年 9月中間期       19,821       4,127     20.8         165.13

15年 3月期       18,682       4,138     22.2         165.58
(注 )期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期     24,992,700株 14年 9月中間期     24,997,160株

15年 3月期     24,992,860株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期          990         △47         △774        1,448
14年 9月中間期          497         953      △1,396        1,587

15年 3月期          859       1,125      △2,139        1,349

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    2     0     0

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    0     0     0     0

2.16年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期        9,100         550         150

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           6円00銭
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〔添付資料〕 

 

１．企業集団の状況 

 

  当企業集団は、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有する船舶の自社運航と定期貸船を行って

おります。 

また、同業他社から定期借船した船舶の自社運航及びそれらの定期貸船も行っております。 

その他、当企業集団では不動産賃貸業を併営しております。 

 

 

荷   主  用船者 (同業他社) 

  ↑ ↑ ↑   

   航海用船   裸用船 定期用船   

          

 当  社 (外航海運業及び不動産賃貸業)  

↑ ↑

 

航
路
事
業 

不
定
期
船 

 定期用船     定期用船   

船
舶
貸
渡
業 

    裸用船        
    ↓        

連結子会社 2社  船  主 (同業他社) 

 

 

２．経営方針並びに経営成績及び財政状態 

 

(1) 経営方針 

 

当企業集団は、運航部門では所有船舶及び同業他社から定期借船した船舶による北米・カナダ・豪州か

らの穀物輸送、北米・ニュージーランドからの木材輸送及び北米向け鋼材輸送、東南アジア向けセメント

輸送等を中心に行っております。 

一方、貸船部門では石炭専用船、ハンディ型船を定期貸船とする船主業務を行っております。 

今後は更に輸送需要と輸送形態に対応しながら輸送貨物の多様化と効率化を図り、業容の拡大、空船航

海を減少させることによる営業収支の改善、安全運航、顧客との信頼関係の強化と運航コストの削減を実

施し、高収益体質の会社を目指しております 

 

① コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方 

 

当社は、的確かつ迅速な意思決定と業務執行を行ない､効率的で健全な経営を実現することを重要課題と

し、充実したコーポレート･ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。 

 

当社の経営管理組織体制は次のとおりとなっております。 
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株主総会 
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② コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況 

 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート･ガバナンス状況 

 

取締役会は５名で構成しており経営判断が迅速にできるよう少人数で経営しており、月１回の定例取

締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では各取締役が重要事項を全

て付議し、業績の進捗についても議論し対策を検討し決定しております。なお、社外取締役は選任して

おりません。 

 

ｂ．コーポレート･ガバナンスに関する施策の実施状況 

 

当社は監査役制度を採用しております。監査役４名のうち社外監査役は３名であり,社外監査役１名を

含み常勤監査役は２名が執務しており、取締役会には必ず出席しております。更に社内の重要な会議に

は積極的に参加し、取締役の職務執行を充分監視できる体制となっております。なお、社外監査役と当

社との取引には特別な利害関係は有りません。 

公認会計士監査は新日本監査法人に依頼しております。年間監査予定表に基づき、期末に偏ることな

く、期中も定期的に監査が実施され、正確で監査しやすい環境を整備しております。 

顧問弁護士は虎ノ門南法律事務所に依頼しており、国際および国内事案について必要に応じてアドバイ

スを受けております。 

当社はコンプライアンスの強化、徹底を推し進めていくため、前期から「社内規程、業務の再チェッ

ク」等を主な改善項目として、全社的な取り組みを実施しております。その一環として、主要な社内規

程の見直し及び規程の新規制定等を実施しました。 

 

これにより、コーポレート･ガバナンスが確保されていると認識しています。 
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(2) 経営成績及び財政状態 

 

 ① 経営成績 

 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、期初から低迷を続けておりましたが、各企業の業績回復を

背景に、秋口から株価も回復基調となり、緩やかながら回復の兆しが見え始めております。 

 一方、米国、欧州、アジア諸国の経済は、期初から堅調に推移しており、特に中国は、2008 年にオリン

ピック、また2010年には万国博覧会を控え、毎年８％の経済成長率を見込み、鉄鋼石・原料炭等の原材料

の輸入量を年々拡大しており、特に粗鋼生産においては、2000年度の年間生産高１億トンが、2003年度に

は年間２億トンを超える見込みであり、これが不定期船市況における船腹需要を高めることとなりました。 

 また国内の造船所は、各種タンカーやコンテナ船等の旺盛な建造発注により、2006 年度末までの船台が

予約されている状況にあり、これが不定期船市場において、ばら積船の供給が限定されることとなり、船

腹の需給バランスが大幅に改善されることとなりました。 

 このような状況下、不定期船市況は昨年に引き続き活況を呈し、夏枯れの影響もなく高騰を続けました。 

 具体的な定期用船市況は、鉄鉱石等の原材料を輸送するケープ型船の定期用船料で、期初の日当たり２

万ドルが当中間連結会計期間末には６万ドルに、穀物・石炭等を輸送するパナマックス型船においては、

期初の１万４千ドルが当中間連結会計期間末には２万ドルに、またハンディ・マックス型船は期初の１万

ドルが当中間連結会計期間末には１万８千ドルまで高騰しました。 

 当社の主力船であるスモール・ハンディ型船は、大型船市況高騰の影響を受け、期初７千ドルが当中間

連結会計期間末には１万ドル以上の水準まで高騰しました。 

 また運賃市況は、農林水産省向けの小麦運賃は、期初のトン当たり３２ドルが当中間連結会計期間末に

は４０ドルに、米材運賃は、期初の１航海当たり７０万ドルが当中間連結会計期間末には８６万ドルまで

高騰しました。 

 尚、燃料油価格は期中を通じてトン当たり１７０ドルから１８０ドルと安定して推移したことにより、

自社運航船の採算は大幅に改善されました。 

 為替相場は、期初から緩やかな円高基調で推移し、期中平均で１１８.０４円と前年比５円強の円高とな

りました。 

 

以上の結果、売上高は４,４３９百万円、営業利益は２４８百万円、経常利益は１３９百万円となりまし

たが、特別損失において運賃・貸船料等の過年度修正損９１百万円、及び退職給付会計基準変更時差異の

償却額４１百万円を計上することにより、中間純利益は１９百万円となりました。 

 

 下期における不定期船市況は、当中間連結会計期間以上に強含みで推移すると予想しており、当連結会

計年度の売上高は９,１００百万円、経常利益は５５０百万円、当期純利益は１５０百万円と予想しており

ます。 

尚、業績の見通しにおける主要な為替レートを1米ドル=１０５円で設定しております。 

 

 

[ 所在地別のセグメント状況は以下のとおりであります。] 

 

国内の売上高は、４,６６０百万円、営業利益は２４０百万円であり、国外（パナマ）の売上高は   

１,５３０百万円、営業利益は８百万円となりました。 
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② 財政状態 

 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は１,４４８百万円となり、

前連結会計年度末と比較して９９百万円増加しました。 

 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は９９０百万円で、これは主に減価償却費６８１百万円、退職給付引当金

１５百万円、特別修繕引当金２８百万円、税金等調整前中間純利益７百万円、仕入債務１６５百万円の増

加と、その他流動資産３３百万円の減少によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は４７百万円で、これは主に投資有価証券の取得によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は７７４百万円で、これは短期／長期借入金の借入４２４百万円による増

加と、長期借入金の返済１,１９８百万円によるものです。 

 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは営業活動の拡

大と業績改善により税金等調整前当期純利益を２００百万円確保し、下期における減価償却費の増加によ

り、１,４００百万円と予想しております。 

投資活動によるキャッシュ・フローは設備投資等を見込んでいないため、支出は大幅に減少すると予想

しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済１,４００百万円と予想しております。 

以上により、資金の期末残高は当中間連結会計期間と比較し約２００百万円増加と予想しております。 
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３．中間連結財務諸表等 

 

(1) 中間連結貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間末

(平成 14 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 15 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表

(平成 15 年 3 月 31 日)

  

( 資  産  の  部  )        (１９,８２１)      (１８,２７１)      (１８,６８２)

 流 動 資 産        ２,２９５      ２,１０４      ２,０５３

現 金 ・ 預 金     １,５８７ １,４４８ １,３４９

海 運 業 未 収 金      １４４ １７６ １８２

貸 付 金        ７０ ３５ ７０

貯 蔵 品        ２０４ １７５ １６９

繰延及び前払費用        ８６ ７７ ９８

そ の 他 流 動 資 産       ２０２ １９２ １８４

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０

  

 固 定 資 産       １７,５２５     １６,１６６     １６,６２８

有 形 固 定 資 産      １６,５５９     １５,２１６     １５,８８６

船 舶    １６,３６４ １５,０２２ １５,６９７

建 物 ・ 構 築 物        ６５ ５９ ６２

器 具 ・ 備 品        １７ １２ １４

土 地       １１１ １１１ １１１

建 設 仮 勘 定 － ９ －

  

無 形 固 定 資 産          １          １          １

電 話 加 入 権         １ １ １

  

投資その他の資産        ９６５        ９４８        ７４０

投 資 有 価 証 券      ７７１ ７７２ ５３８

そ の 他 長 期 資 産       １９４ １７６ ２０２

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０

  

  

  

  

  

  

合     計 １９,８２１ １８,２７１ １８,６８２
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間末

(平成 14 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 15 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 15 年 3 月 31 日)

  

(  負 債 の 部  )     (１５,６９３)     (１３,９５４)     (１４,５４３)

 流 動 負 債       ３,９９６      ３,９７７       ３,８８０

海 運 業 未 払 金       ４４３ ４６５ ２９９

短 期 借 入 金 ２,８５１ ２,６５１ ２,８６８

未 払 法 人 税 等         ３９ ２２ １７

繰 延 税 金 負 債       ４７２ ６１２ ５４９

未 払 費 用         ６ ８ ６

前 受 金       ９２ １３３ ４９

預 り 金         ２ ５ ２

賞 与 引 当 金        １７ １７ ２２

そ の 他 流 動 負 債        ７１ ６１ ６４

  

 固 定 負 債       １１,６９６         ９,９７７        １０,６６３

長 期 借 入 金    １０,０８０ ８,６９５ ９,３０４

繰 延 税 金 負 債     １,３０６ １,０００ １,０７８

退 職 給 付 引 当 金       １５３ １０８ ９３

特 別 修 繕 引 当 金        ５８ １１５ ８７

そ の 他 固 定 負 債        ９７ ５７ ９９

  

  

(少 数 株 主 持 分 )           －                 －                 －

  

  

(  資 本 の 部 )         (４,１２７)         (４,３１６)         (４,１３８)

 資 本 金          １,２５０          １,２５０          １,２５０

 利 益 剰 余 金          ２,２０７          ２,１６３          ２,１４３

 その他有価証券評価差額金          △ １８８             ４４          △ １１３

 為替換算調整勘定             ８５９             ８５９             ８５９

 自 己 株 式              △ ０              △ ０              △ ０

  

  

  

合     計 １９,８２１ １８,２７１ １８,６８２
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(2) 中間連結損益計算書 

                                   （単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成 14 年 4 月 1 日) 

(至 平成 14 年 9月 30 日) 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成 15 年 4 月 1 日) 

(至 平成 15 年 9月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成 14 年 4 月 1 日)

(至 平成 15 年 3月 31 日) 

運 賃 ２,７１８ ３,３４０ ５,５８２

貸 船 料 １,１６２ １,０６８ ２,０５１

その他海運業収益 ２１ １７ ３６

そ の 他 事 業 収 益 １２ １２ ２５

営 

業 

収 

益 
計 ３,９１５ ４,４３９ ７,６９５

運 航 費 １,１８０ １,３１６ ２,５５２

船 費 １,４４１ １,４４９ ２,７７５

借 船 料 １,０５９ １,１３６ １,８６４

その他海運業費用 ３７ ３９ ７０

そ の 他 事 業 費 用 ７ ６ １２

一 般 管 理 費 ２４６ ２４２ ４７５

営 

 

 

業 

 

 

損 

 

 

益 

営 

業 

費 

用 

計 ３,９７１ ４,１９１ ７,７５１

営 業 損 ( △ ) 益 △ ５６ ２４８ △ ５５

受 取 利 息 ９ ６ １７

受 取 配 当 金 ２ １ １３

為 替 換 算 差 益 ２８ － ２７

そ の 他 ２９ ６ ５０

営 
業 
外 
収 
益 計 ７０ １４ １０８

支 払 利 息 ８２ ７５ １６４

為 替 換 算 差 損 － ３４ －

そ の 他 ８ １３ １７

営 
 
業 
 
外 
 
損 
 

益 

営 
業 
外 
費 
用 計 ９０ １２３ １８２

経 

 

 

 

 

 

常 

 

 

 

 

 

損 

 

 

 

 

 

益 

経 常 損 ( △ ) 益 △ ７６ １３９ △ １２８

投資有価証券売却益 － － ３１

過 年 度 損 益 修 正 益 ２８ － ２４

特別修繕引当金取崩額 ８ － ８

そ の 他 １ － １

特 

別 

利 

益 
計 ３７ － ６５

固 定 資 産 売 却 損 ４９７ － ４９８

投資有価証券売却損 － － １５７

ゴルフ会員権評価損 － － １１

退職給付会計基準変更時差異償却 ４１ ４１ ８２

過 年 度 損 益 修 正 損 － ９１ －

そ の 他 ３９ － ３２

特 

 

別 

 

損 

 

益 

特 

別 

損 

失 

計 ５７７ １３２ ７８１

税金等調整前中間(当期)純損(△)益 △ ６１５ ７ △ ８４４

法人税、住民税及び事業税 ３９ ２２ ２２

法 人 税 等 調 整 額 △ ２８２ △ ３５ △ ４３１

中 間 (当 期 )純 損 (△ )益 △ ３７２ １９ △ ４３５

 



-9- 

(3) 中間連結剰余金計算書 

                                   （単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成 14 年 4 月 1 日) 

(至 平成 14 年 9月 30 日) 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成 15 年 4 月 1 日) 

(至 平成 15 年 9月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成 14 年 4 月 1 日)

(至 平成 15 年 3月 31 日) 

（利益剰余金の部）  

1．利 益 剰 余 金 期 首 残 高     ２,５７９     ２,１４３      ２,５７９

2．利 益 剰 余 金 増 加 高  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益         －        １９         －

3．利 益 剰 余 金 減 少 高  

    中 間 ( 当 期 ) 純 損 失       ３７２         －         ４３５

4．利益剰余金中間期末(期末)残高     ２,２０７     ２,１６３      ２,１４３
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(4) 中間連結キャッシュ・フロ－計算書 

         （単位 百万円／端数切捨て） 

 期  別 

科  目 

前中間連結会計期間

(自 平成 14 年 4 月 1 日)

(至 平成 14 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(自 平成 15 年 4 月 1 日) 

(至 平成 15 年 9月 30 日) 

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
(自 平成 14 年 4 月 1日)
(至 平成 15 年 3 月 31 日)

1. 営業活動によるキャッシュ･フロー  

 税金等調整前中間(当期)純利益 △ ６１５ ７ △ ８４４

 減 価 償 却 費 ７００ ６８１ １,３８３

 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ ０ ０ △ ０

 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ １７ △ ４ △ １２

 退 職給付引当金の増減額 ４８ １５ △ １２

 特 別修繕引当金の増減額 △ １８ ２８ １０

 受 取利息及び受取配当金 △ １２ △ ８ △ ３０

 支 払 利 息 ８２ ７５ １６４

 固 定 資 産 売 却 損 ４９８ － ４９８

 有価証券･投資有価証券売却損益等 １１ △ １ １１８

 為 替 換 算 差 額 △ ２６ １７ △ １３

 未 収 消 費 税 の 増 減 額 ８ １４ １

 船 内 準 備 金 の 増 減 額 １０ ２１ △ ２

 た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ １１５ △ ５ △ ７９

 売 上 債 権 の 増 減 額 ８４ ４ ５８

 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ １５ １６５ △ １５８

 そ の 他      △ ５２         ６０       △ ７８

 小    計 ５６９ １,０７３ １,００１

 利 息及び配当金の受領額 １２ ８ ３０

 利 息 支 払 額 △ ８４ △ ７４ △ １６６

 法 人 税 等 支 払 額             △ ０      △ １６         △ ５

 営業活動によるキャッシュ･フロー ４９７ ９９０ ８５９

2. 投資活動によるキャッシュ･フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △ ０ △ １１ △ １１

 有形固定資産の売却による収入 ９７２ － ９７２

 投資有価証券の取得による支出 △ ７ △ ９６ △ １７３

 投資有価証券の売却による収入 － ４２ ３５２

 ゴルフ会員権取得による支出 △ ６ － △ ６

 貸 付 金 に よ る 支 出 － △ １４ △ １

 貸 付金の返済による収入 ５ ３９ ６

 その他投資の取得による支出 △ ９ △ ７ △ １２

 その他投資の解約による収入               ０         －          ０

 投資活動によるキャッシュ･フロー ９５３ △ ４７ １,１２５

3. 財務活動によるキャッシュ･フロ―  

 短 期 借 入 金 増 減 額 ２００ １２４ ３３４

 長 期 借 入 金 に よ る 収 入 － ３００ －

 長期借入金の返済による支出 △ １,５９６ △ １,１９８ △ ２,４７３

 そ の 他             △ ０       △ ０          △ ０
 財務活動によるキャッシュ･フロー △ １,３９６ △ ７７４ △ ２,１３９

4. 現金及び現金同等物に係わる換算差額      △ ８４      △ ６９          △ １１３

5. 現金及び現金同等物の増減額           △ ２９        ９９          △ ２６８

6. 現金及び現金同等物期首残高         １,６１７     １,３４９          １,６１７

7. 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高         １,５８７     １,４４８          １,３４９
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 ① 連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社 ----------- ２社（DELICA SHIPPING S.A. / GRIFFITH S.A.） 

              

 ② 持分法の適用に関する事項 

 

該当する会社はありません。 

 

 ③ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 

連結子会社の中間決算日は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 

 

 ④ 会計処理基準に関する事項 

 

  ａ．有価証券の評価基準及び評価方法 

 

その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法によ

り算定）によっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

           

  ｂ．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 

時価法によっております。 

 

   ｃ．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

               

   ｄ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

建物及びその他 ----------- 定率法によっております。 

 

ｅ．重要な引当金の計上基準 

 

貸倒引当金 ----------- 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不可能見込額を計上しており

ます。 

賞与引当金 ----------- 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込み額に基づき

計上しております。 
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退職給付引当金 ----------- 従業員の退職金の支払に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異（４１０百万円）については、５年

による按分額を特別損失に計上しております。 

特別修繕引当金 ----------- 船舶安全法による船舶の定期検査工事にかかる費用の支出に

備えるため、過年度の特別修繕に要した費用を基礎に将来の修

繕見込みを加味して計上しております。 

 

ｆ．重要なリース取引の処理方法 

 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引について

は、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じております。 

 

ｇ．重要なヘッジ会計の方法 

 

(ｲ) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を適用し、金利

スワップ取引については特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を適用しております。 

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスク 

金利スワップ取引 借入に係る将来の金利の変動によるリスク 

(ﾊ) ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、為替相場の変動によるリスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバ

ティブ取引を利用しており、投機目的のものではありません。 

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続

して相場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略して

おります。 

 

  ｈ．その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 

 

 ⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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（注記事項）     

 

 ① 中間連結貸借対照表関係 

 (平成 14 年 9 月 30 日現在) (平成 15 年 9 月 30 日現在) (平成 15 年 3 月 31 日現在)

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 ８,７９６ 百万円 １０,０６８ 百万円 ９,３８６ 百万円

ｂ．担保に供している資産  

船舶 １６,６３４ 百万円 １５,０２２ 百万円 １５,６９７ 百万円

投資有価証券 １０５  〃 －  〃  －  〃 

ｃ．保証債務等  

連帯債務のうち他の連帯債務者負担額 ５８８ 百万円 ３５２ 百万円 ４７０ 百万円

  

 ② 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 (平成 14 年 9 月 30 日現在) (平成 15 年 9 月 30 日現在) (平成 15 年 3 月 31 日現在)

現金及び預金勘定 １,５８７ 百万円 １,４４８ 百万円 １,３４９ 百万円

現金及び現金同等物 １,５８７ 百万円 １,４４８ 百万円 １,３４９ 百万円

 

 

(6) 部門別売上高明細書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間 

(平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日)

前連結会計年度 

(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 

金 額 比率(%) 金 額 比率(%) 金 額 比率(%)

貨物運賃 ２,７１８ ６９ ３,３４０ ７５ ５,５８２ ７２

貸 船 料 １,１６２ ３０ １,０６８ ２４ ２,０５１ ２７

そ の 他     ３４  １ ３０ １ ６１ １

合 計 ３,９１５ １００ ４,４３９ １００ ７,６９５ １００

（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 

（参 考） 

 

  期末支配船腹 

前中間連結会計期間 

(平成 14 年 9 月 30 日現在)

当中間連結会計期間 

(平成 15 年 9 月 30 日現在)

前連結会計年度 

(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ)

社 船 １２ ３８３,２５０ １２ ３８３,２５０ １２ ３８３,２５０

用 船 １０ ２５８,５４３ ６ １５８,８１４ ５ １４５,０２９

合 計 ２２ ６４１,７９３ １８ ５４２,０６４ １７ ５２８,２７９
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４．セグメント情報 

 

(1) 事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間 

(平成 14年 4月 1日～平成 14年 9月 30日) 

当中間連結会計期間 

(平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日)

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、海

運業の売上高、営業利益及び資産の金額が全体の

売上高の合計、営業利益の合計及び資産の金額の

合計額に占める割合のいずれも９０％を超えて

いるため、記載を省略しております。 

同   左 同   左 

 

 

(2) 所在地別セグメント情報 

             （単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間  (平成 14年 4月 1日～平成14年 9月 30日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ３,９１５ － ３,９１５ － ３,９１５

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ２５９ １,３９９ １,６５８ (１,６５８) －

 計 ４,１７５ １,３９９ ５,５７４ (１,６５８) ３,９１５

 営 業 費 用 ４,０８９ １,５３９ ５,６２８ (１,６５７) ３,９７１

 営 業 損 ( △ ) 益 ８５ △ １３７ △ ５４ (    １) △ ５６

 

 

 

             （単位 百万円／端数切捨て） 

当中間連結会計期間  (平成 15年 4月 1日～平成15年 9月 30日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ４,４３９ － ４,４３９ － ４,４３９

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ２２０ １,５３０ １,７５１ (１,７５１) －

 計 ４,６６０ １,５３０ ６,１９１ (１,７５１) ４,４３９

 営 業 費 用 ４,４２０ １,５２２ ５,９４２ (１,７５１) ４,１９１

 営 業 損 ( △ ) 益 ２４０ ８ ２４８ (    －) ２４８
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             （単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度  (平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ７,６９５ － ７,６９５ － ７,６９５

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ４５６ ２,６０７ ３,０６３ (３,０６３) －

 計 ８,１５１ ２,６０７ １０,７５８ (３,０６３) ７,６９５

 営 業 費 用 ７,８６３ ２,９４９ １０,８１３ (３,０６１) ７,７５１

 営 業 損 ( △ ) 益 ２８８ △ ３４２ △ ５４ (    １) △ ５５

 

 

(3) 海外売上高 

 

   前中間連結会計期間（自 平成 14年 4月 1日／至 平成 14年 9月 30日） 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 １５８ ４６７ １２９ ２８ ７８２

Ⅱ連結売上高 － － － － ３,９１５

Ⅲ連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
４.０ １１.９ ３.３ ０.８ ２０.０

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア ----------- 韓国、シンガポ－ル、フィリピン 

(3) 北米 ----------- 米国 

(4) ヨーロッパ ----------- デンマーク 

③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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当中間連結会計期間（自 平成 15年 4月 1日／至 平成 15年 9月 30日） 

                                  （単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 ３５１ ５２ ６３２ ２１９ １,２５６

Ⅱ連結売上高 － － － － ４,４３９

Ⅲ連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
７.９ １.２ １４.３ ４.９ ２８.３

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア ----------- シンガポ－ル、中国 

(3) 北米 ----------- 米国 

(4) ヨーロッパ ----------- ノルウェー、デンマーク 

③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

前連結会計年度（自 平成 14年 4月 1日／至 平成 15年 3月 31日） 

                                  （単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 ５１９ ４３２ １７４ ２８ １,１５５

Ⅱ連結売上高 － － － － ７,６９５

Ⅲ連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
６.７ ５.６ ２.３ ０.４ １５.０

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア ----------- 韓国、シンガポ－ル 

(3) 北米 ----------- カナダ 

(4) ヨーロッパ ----------- ドイツ 

③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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５．有価証券 

 

（前中間連結会計期間） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 14年 9月 30日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 ７４９ ５４６ △ ２０３

債 券 １３０ １５７ ２６

そ の 他 － － －

合 計 ８８０ ７０３ △ １７６

 

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成 14年 9月 30日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６６ 百万円

 

 

（当中間連結会計期間） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 15年 9月 30日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 ５０１ ５６６ ６５

債 券 １３０ １３９ ９

そ の 他 － － －

合 計 ６３１ ７０５ ７４

 

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成 15年 9月 30日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６６ 百万円

 

 

（前連結会計年度） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 15年 3月 31日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 ４４５ ３１９ △ １２５

債 券 １３０ １５２ ２２

そ の 他 － － －

合 計 ５７５ ４７２ △ １０３

 

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成 15年 3月 31日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６６ 百万円
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６．デリバティブ取引関係 

 

取引の時価等に関する事項 

 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 


